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第２回 都市の多様性とイノベーションの創出に関する懇談会



社会経済における「多様性」の例

働き手の多様化：

女性就労率 約50％(2017)

高齢者就労率 約45％(2017)
(65～69歳)

消費の多様化：

訪日外国人旅行者による消費額

4.5兆円(2018)

企業構成の多様化：

国内VC※等によるﾍﾞﾝﾁｬｰ企業投資額

5年で2.7倍(2012→17)

※ベンチャーキャピタル企業

働き方の多様化：
都内のコワーキング・スペース

累計６万㎡以上(2018)

フリーランスによる経済規模

20.1兆円(2018)

本懇談会の問題意識（たたき台）

まち・エリア全体の価値を高める
「オペレーションシステム」

（エリアマネジメント、リノベーションまちづくり等）

“偶然の出会い”を生む「都市空間」
（カフェ、ストリート、広場、公園、水辺等）

“リアルな繋がり”を育む
「コミュニティ」×「場（プレイス）」

（コミュニティマネジャー、インキュベーション・コワーキン
グスペース等）

全要素生産性を
1.3％まで引き上げる必要

○人口減少社会において経済成長を持続するには、生産年齢人口の減少を上回る生産性向上が必要。
○一方、働き手や企業構成など社会経済には「多様性」の兆候がみられ、これら多様性の集積・交流を通じた
「イノベーション」の創出を「生産性向上」につなげられれば、一定の経済成長は可能。

○その際、「偶然の出会い」や「リアルな繋がり」をはじめ、都市空間にはどのような機能が必要か。
また、そのためにはどのような取組が必要か。
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「多様性」と「イノベーション」を通じた付加価値創出により、生産性の向上につなげられないか。
そのために都市が果たす役割は何か。

潜在成長率 ＝ 労働投入量 ＋ 資本投入量 ＋ 全要素生産性

1.9％
(内閣府による成長シナリオ)

1.3％
1.9％の潜在成長率を達成するには

0.4％

1.0％

(出典)「中長期の経済財政に関する試算(平成31年経済財政諮問会議資料)」，「月例経済報告(内閣府)」を基に国土交通省都市局作成
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懇談会においてご議論いただきたい事項（例）

○都市を舞台とした新たな動き、兆候として、どのようなものに着目すべきか。

○人口減少局面においても、多様な主体・活動を取り込み、様々なレベルで広い意味での
イノベーション※を創出するために、都市やまちが果たすべき役割、必要とされるものは何か。

①機能、 ②活動・取組、 ③組織・担い手、 ④空間・施設・場、 など

○都市やまちが目指すべき個性的な方向性・あり方として、どのようなものがあるか。
パターン化・類型化することはできるか。

○その際、従来の業務/商業/住宅等の区分や、大都市/地方都市等の区分をどう考えるか。

○都市やまちが置かれた異なる現状（例えば再開発完了エリア、老朽化・更新時期を迎える
エリア、そもそも開発が難しいエリアなど）ごとに、その魅力や磁力を高める上でどのような処方
箋が考えられるか。

○これまでの都市再生の取組（民間都市開発の進展、リノベーションまちづくり、エリアマネジメ
ントなど）をどのように評価しているか。高く評価できる点、不足している点は何か。

○今後都市再生の取組を進めるなかで、官民に求められる役割は何か。
国レベルでの都市政策に求められる取組はどのようなものか。

※本懇談会において「イノベーション」とは、経済・産業面での新技術の革新及び社会実装のみならず、
社会的意義があり、社会に変革をもたらしうるような、新たな価値の創造を広く指すものとする。
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今後の予定

第１回（２月19日(火) ８：30～11：00）：総論

第２回（３月５日(火) 9：00～11：00）：〈主なテーマ〉都市の競争力・特性×まち
梅澤高明 ＡＴカーニー日本法人会長 （著書『NEXTOKYO』で、「クリエイティブシティ」「テックシティ」「フィットネスシティ」と「特区戦略」を提言）

島原万丈 株式会社LIFULL ＬＩＦＵＬＬ ＨOME’S総研所長 （『本当に住んで幸せな街』著者。「他者との関係に生きる都市」「五感で感じる都市」を提言）

七尾克久 三井不動産株式会社 日本橋街づくり推進部長 （「産業創造」「界隈創生」「地域共生」「水都再生」のコンセプトで日本橋再生を推進）

第３回（３月12日(火) ９：00～11：00）：〈主なテーマ〉 女性や高齢者等の活躍×まち
市川宏雄 一般財団法人森記念財団 都市戦略研究所 業務理事 （ 「世界都市総合力ランキング」、「日本の都市特性評価」を発表）

岡本純子 株式会社グローコム 代表取締役社長 （『世界一孤独な日本のおじさん』著者。都市化に伴う孤独への対策を提言）

田中元子 株式会社グランドレベル 代表取締役 （『マイパブリックとグランドレベル』著者。墨田区千歳で多世代交流拠点「喫茶ランドリー」を運営）

東浦亮典 東京急行電鉄株式会社 執行役員 都市創造本部運営事業部長
（『私鉄3.0』著者。「次世代郊外まちづくり」、「東急アクセラレートプログラム」等を立ち上げ）

第４回（４月12日(金) 10：00～12：00）： 〈主なテーマ〉 スタートアップ×まち
入山章栄 早稲田大学大学院経営管理研究科准教授 （主に経営戦略論、国際経営論を専門に研究。イノベーションが生まれる都市の条件を提言）

福岡市 （スタートアップ都市宣言、天神ビッグバン、国家戦略特区の特例制度を活用したオープンカフェ）

第５回（４月19日(金) 15：00～17：00）： 〈主なテーマ〉 まちをシェア×まち
株式会社Mellow （ビルの空きスペースとフードトラックのマッチング事業を実施）

三輪律江 横浜市立大学国際都市学系まちづくりコース准教授 （『まち保育のススメ』著者。子供をまち全体で保育する“まち保育”を提唱）

小泉秀樹 東京大学大学院工学系研究科都市工学専攻教授 （主にコミュニティ・デザイン、協働のまちづくり、イノベーティブな都市を提言）

第６回（GW明け）：「論点整理（骨子）」の議論

夏頃 とりまとめ予定
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本日ご議論いただきたい事項（例）

テーマ：都市の競争力・特性×まち（呼び込む）

○今後、我が国の都市の競争力・特性を高め、国内外の起業・人材を呼び込むにあたって、
特に注力すべきことは何か。

○各都市が多様な方向性を志向するにあたり、必要となる取組な何か。また、戦略的なエリア
価値の向上やシティセールス等に取り組む単位は、どの範囲（都市、エリアなど）が適当か。

○個性を生み出せる都市が共通して備えているものは何か。多様性に寛容で、常に新陳代
謝やイノベーションを創出していることが、個性を生み出す前提といえるか。

○「都市の国際競争力の強化」に向け取り組むべき目標として、外国企業や高度人材等の誘
致のほか、どのようなものが考えられるか。

○緑地やオープンスペースをはじめ、公共的空間についてハード、ソフト両面で見直すべきこと
はないか。

○国内外から誘致した企業や人材等と従来からの起業や人材等が相乗効果を高めるために、
必要となる取組は何か。

○都市再生特別措置法（平成14年法律第22号）（抄）
第２条
４ この法律において「都市の国際競争力の強化」とは、都市において、外国会社、国際機関その他の者による国際的な活動に関連す
る居住者、来訪者又は滞在者を増加させるため、都市開発事業等を通じて、その活動の拠点の形成に資するよう、都市機能を高度化し、
及び都市の居住環境を向上させることをいう。
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ゲスト委員のご紹介

梅澤 高明 A.T.カーニー 日本法人会長
東京大学法学部卒、MIT経営学修士。日米で20年にわたり、戦略・イノベーション・マーケティング関連のテーマで企業を支援。
テレビ東京系列「ワールドビジネスサテライト」コメンテーター。
観光庁「観光コンテンツ拡充会議」、同「夜間の観光資源活性化協議会」、内閣府「知財戦略ビジョン専門調査会」、同「税制
調査会」、経済産業省「産業競争力とデザイン研究会」などの委員を務める。「クールジャパン機構」社外取締役。
建築、デザイン、アート、スポーツ、サービスなど各分野のイノベーターチーム「NEXTOKYO Project」を主宰。 東京の将来ビ
ジョン・特区構想を産業界・政府に提言し、様々な街づくりプロジェクトを支援。

＜近著＞
NEXTOKYO 「ポスト2020」の東京が世界で最も輝く都市に変わるために
https://www.amazon.co.jp/dp/4822279308
梅澤高明、楠本修二郎
日経BP社

税と社会保障でニッポンをどう再生するか
https://www.amazon.co.jp/dp/4534054548
森信茂樹（編著）、梅澤高明、佐藤主光、土居丈朗
日本実業出版社

島原 万丈 株式会社LIFULL LIFULL HOME’S総研 所長

１９８９年株式会社リクルート入社。グループ内外のクライアントのマーケティングリサーチおよびマーケティ
ング戦略策定に携わる。
２００５年よりリクルート住宅総研へ移り、ユーザー目線での住宅市場の調査研究と提言活動に従事。
２０１３年３月リクルートを退社、同年７月株式会社LIFULL（旧株式会社ネクスト）でLIFULL HOME’S総研所長
に就任し、2014年『STOCK & RENOVATION ２０１４』、２０１５年『Sensuous City [官能都市] 』、２０１７年
『寛容社会 多文化共生のための〈住〉ができること』、２０１８年『住宅幸福論Episode1 住まいの幸福を疑
え』を発表。主な著書に『本当に住んで幸せな街 全国官能都市ランキング』（光文社新書）がある。

七尾 克久 三井不動産株式会社 日本橋街づくり推進部長
１９９０年 一橋大学社会学部 卒業
１９９０年 三井不動産株式会社 入社
１９９０年 地域開発事業部
１９９７年 資産情報開発部
２００１年 企画調査部
２００６年 日本アコモデーションファンドマネジメント出向

２００８年 秘書部

２０１５年 日本橋街づくり推進部
２０１８年 日本橋街づくり推進部長（現職）
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第３回：３月12日（火） ご議論いただきたい事項（例）

テーマ：女性や高齢者等の進出×まち（混ぜる）

○ 女性や高齢者等の就業拡大をさらに後押しし、労働力の拡大だけでなく、都市の活力・
生産性向上につなげるために、都市にはどのような取組・機能・空間が求められているか。

○ 家庭でも職場でもない“サードプレイス”の必要性が指摘されるが、ストリートやパークなど
の都市空間や施設において、どのような取組が期待されるか。

○ 若い世代から高齢者まで、多世代が交流できるまちに必要とされるものは何か。

○ 自治体のほか、取組が期待される主体としてどのようなプレイヤー・担い手が考えられるか。

○ 高齢化が進む郊外、急速に若年層が流入した都心部など、それぞれの地域事情ごとに、
どのような取組が有効か。
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１．世界的な都市間競争
1-1 世界的な都市間競争の加速
1-2 外資系企業・高度人材等の進出状況
1-3 各国のGDP推移
1-4 日本企業の競争力

２．国内都市の生産性
2-1 大都市（東京）の生産性
2-2 都市の生産性（東京以外）

参考資料



都市総合力ランキング

5

香港

13 ソウル

港

（出典）平成29年度の内閣府実施アンケートを基に国土交通省都市局作成（出典）森記念財団「世界の都市総合力ランキング２０１8 」を基に国土交通省都市局作成

都市再生に係る政策目標については、目標年度である2020年に向け、引き続きの取組が必要。
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1-1 世界的な都市間競争の加速

1 ニューヨーク 1 ロンドン

2 ロンドン 2 ニューヨーク

3 パリ 3 東京

4 東京 4 パリ

5 シンガポール

6 アムステルダム

7 ソウル

9 香港

11 シンガポール

13 ソウル 23 北京

26 上海

17 香港

28 大阪

25 上海

28 北京

37 福岡

2008年（全30都市） 2018年（全44都市）

…
…
…
…
…
…

…

…
…
…

「日本再生戦略２０１２」
緊急整備地域における都市開発事業の
平成２４～３２年度までの建設投資累計額：８～１１兆円

「日本再興戦略２０１３」
世界の都市総合ランキングにおいて、
東京が２０１２年４位→２０２０年までに３位以内



1-1 世界的な都市間競争の加速

東京は「都市の総合力ランキング」３位に位置するが、１位のロンドン、２位のNYとスコア
の差が広がりつつある。一方、シンガポールなどアジアのライバル都市との差は縮まっている。

（出典）森記念財団「世界の都市総合力ランキング2018」より

世界の都市総合力ランキング2018 [2018,森記念財団]
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（出典）森記念財団「世界の都市総合ランキング2018」より

世界の都市総合力ランキング2018 [2018,森記念財団]

東京は、市場・経済規模、交通インフラなどが高く評価される一方、ビジネス・就業環境、
市場の魅力（将来性）、文化・交流、居住、自然環境などが「弱み」とされる傾向
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欧州におけるロンドン、北米におけるＮＹに比べ、東京は、アジア都市のなかで突出する
「核」となっていない。

（出典）森記念財団「世界の都市総合力ランキング2018」より

ロンドンはヨーロッパで、ニューヨークは北米で、それぞれ突出した〈地域の核〉

Tokyo（３rd）

New York（２nd）

London（１st）

経済

研究
開発

交通
ｱｸｾｽ

文化
交流

居住

環境

世界トップ500企業
特許登録件数
食事の魅力
住宅賃料水準
公共交通の正確さ･充実

等

ＧＤＰ成長率
優秀な人材確保の容易性
スタートアップ環境
歴史・伝統への接触機会
外国人居住者数

等

世界の都市総合力ランキング2018 [2018,森記念財団]

東京はアジア都市のなかでトップではあるが、
極として突出するまでには至っていない。

要因 ・アジア都市全体の都市力が向上していること
・東京の弱みを強みとする都市の存在(シンガポールや香港など)
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ロンドン、NYと比較すると、東京は経済規模やインフラ、健康、治安面などが高く評価される一方、
GDP成長率、起業等のビジネス環境や外国人、若者の住みやすさなどが弱みとなっている。

世界の都市総合力ランキング Cities of Opportunities グローバル都市展望 Hot spots 2025 
森記念財団,2018 PwC, 2016 A.T.Kearney, 2018 CITI / EIU , 2013

概要
44都市について、「総合力」を経済、研究・
開発、文化・交流、居住、環境、交通・アクセ
スの6分野で複眼的に評価

30都市について、変化する世界に適応
するための手段、生活の質、経済力、の
3分野を10領域、67指標に分類して都
市の競争力を評価

135都市について、将来の有望性を「個
人の幸福度」「経済」「イノベーション」「ガ
バナンス」の4つの観点、13の基準により
評価

120都市について、資本、ビジネス、人
材、観光客を呼び込む能力の予測に基
づいて2025年の都市の競争力を予測

東京の
✓強み ×弱み

(ロンドン、NYと比較)

✓従業者数
✓特許登録件数
✓公共交通の充実

×GDP成長率
×優秀な人材確保
×ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ環境
×外国人居住者数

✓健康,安全,治安
✓自然災害への備え

×ビジネスしやすさ
×企業環境
×雇用の伸び
×実質GDP成長率
×公園の面積
×都市のブランド
×若者の住みやすさ

✓well-being
- 安全性 - 健康
- 経済的格差
- 環境

×innovation
- 起業家精神
- プライベート投資
- インキュベーター

✓金融システム
✓インフラ

×経済力
×労働力の高齢化

ランキング

1 ロンドン ロンドン サンフランシスコ ニューヨーク
2 ニューヨーク シンガポール ニューヨーク ロンドン
3 東京 トロント ロンドン シンガポール
4 パリ パリ パリ 香港
5 シンガポール アムステルダム シンガポール 東京
6 アムステルダム ニューヨーク アムステルダム シドニー

7 ソウル ストックホルム ミュンヘン パリ

8 ベルリン サンフランシスコ ボストン ストックホルム

9 香港 香港 ヒューストン シカゴ

10 シドニー シドニー メルボルン トロント

11 ストックホルム ソウル ストックホルム 台北

12 ロサンゼルス ベルリン トロント チューリヒ

13 サンフランシスコ シカゴ チューリヒ アムステルダム

14 トロント ロサンゼルス 東京 ワシントン

15 フランクフルト 東京 シカゴ コペンハーゲン

16 チューリヒ マドリッド ジュネーブ ソウル

17 ウィーン ドバイ バンクーバー ロサンゼルス

18 コペンハーゲン ミラノ ベルリン サンフランシスコ

19 シカゴ 北京 シドニー ボストン

20 ボストン クアラルンプール モスクワ フランクフルト

(28) 大阪 (34) 名古屋 (50) 大阪

(37) 福岡 (39) 大阪 (71) 福岡

(73) 名古屋
（出典）各種ランキングを基に国土交通省都市局作成
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都市住民の幸福度や生活の質に着目したランキングでは、日本の都市は安全、健康や充実した飲食環境
が高評価を得ているが、外国人にとっての起業の容易性や文化・環境、インフラに課題が見られる。

Quality of Life Survey The Global Liveability Index

Monocle, 2018 EIU, 2018

概要
都市の経済や機能だけでなく、住民の幸福度に注目し、美味しいランチの価格、本
屋や美術館の数、救急車が来るまでの時間など、60以上の項目で評価

140都市の生活の質について、社会の安定、健康、文化・環境、教育、インフ
ラの観点から30以上の指標に基づき評価

ランキング

1 ミュンヘン ウィーン

2 東京 ✓食事 ✓低い犯罪率
✓時間に正確な公共交通
✓24時間活気がある
×オリンピックに向けた観光客対応として
東京らしさと礼節を保持すべき

メルボルン

3 ウィーン 大阪
✓社会の安定
✓健康
✓教育
×文化・環境

4 チューリヒ カルガリー

5 コペンハーゲン シドニー

6 ベルリン バンクーバー

7 マドリッド トロント

8 ハンブルグ 東京
✓社会の安定
✓健康
✓教育
×インフラ

9 メルボルン コペンハーゲン

10 ヘルシンキ アデレード

11 ストックホルム ―

12 リスボン ―

13 シドニー ―

14 香港 ―

15 バンクーバー
✓文化・歴史的魅力
✓食事

―

16 アムステルダム ―

17 京都 ―

18 デュッセルドルフ ―

19 バルセロナ ✓水辺、ビーチへのアクセス
✓食事 ✓スタートアップ支援
×外国人にとっての起業環境
（日本全体）

―

20 パリ ―

(22) 福岡
（出典）各種ランキングを基に国土交通省都市局作成
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日本の都市特性評価
（東京23区以外）

成長可能性都市ランキング
（ポテンシャル）

SDGs先進度
幸福度ランキング
（政令指定都市）

森記念財団, 2018 野村総合研究所, 2017 日本経済新聞, 2018 日本総合研究所, 2018

概要

72都市について、都市の力を構成する
要素として6分野、26指標グループ、83
指標を設定し、相対的かつ多角的に分
析

100都市の産業創発力について、ビジネ
ス環境の充実だけでなく、暮らしやすさな
どワーカーの幸福に係る環境も重視して
今後の伸びしろを評価。

国連で2015年に採択されたSDGsにお
ける気候変動対策やジェンダー平等の実
現など17の目標に基づき全国815市区
を評価（回答数658）

政令指定都市を対象に、人口増加率
や一人当たり所得といった基本指標に、
健康・文化といった人間の幸福に直結す
る指標を組み合わせて、そのまちに暮ら
す人々の幸福度を定量化

１位の都市の
評価点,特色

✓文化・交流
(観光ハード資源,料理やイベント等ソフト資源)

✓研究・開発
(トップ大学数、論文投稿数)

✓多様性に対する許容度
✓ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝを促す取組、起業家精神
✓空港、港湾、新幹線駅アクセス
→環境に比して大企業、外資系企業
立地が少なく、ポテンシャルが高い

✓歩行者、公共交通優先
(歩道幅の拡充,速度規制,ﾊﾟｰｸｱﾝﾄﾞﾗｲﾄﾞ)

✓地球温暖化対策
✓ごみの減量

✓合計特殊出生率
✓安定した雇用環境
✓健康、生活
✓財政権全度

ランキング

1 京都市 福岡市 京都市 浜松市

2 福岡市 鹿児島市 北九州市 さいたま市

3 大阪市 つくば市 宇都宮市 川崎市

4 名古屋市 松山市 豊田市 京都市

5 横浜市 久留米市 岡山市 名古屋市

6 神戸市 松本市 相模原市 横浜市

7 札幌市 札幌市 さいたま市 広島市

8 仙台市 宮崎市 板橋区 福岡市

9 つくば市 那覇市 堺市 千葉市

10 浜松市 熊本市 名古屋市 仙台市

11 金沢市 ― 小山市 岡山市

12 広島市 ― 戸田市 新潟市

13 松本市 ― 福岡市 静岡市

14 豊田市 ― 葛飾市 熊本市

15 静岡市 ― 新潟市 神戸市

16 熊本市 ― 横浜市 相模原市

17 長野市 ― 荒川区 札幌市

18 鹿児島市 ― 尼崎市 北九州市

19 北九州市 ― 浜松市 堺市

20 岡山市 ― 八王子市 大阪市
（出典）各種ランキングを基に国土交通省都市局作成
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1-2 外資系企業・高度人材等の進出状況

（出典）経済産業省「外資系企業動向調査」に基づき国土交通省都市局作成
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日本における外資系企業進出数は伸び悩み、アジア統括拠点数は年々減少し、アジア
のライバル国との差は広がっている。
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外資系企業の設立年代別の産業別構成比

日本に進出する外資系企業は、60年代以前は「製造業」の進出が多く、70～80年代
は「卸売・小売業」が中心となり、90年代以降は「情報通信業」の比率が高まっている。

1-2 外資系企業・高度人材等の進出状況

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1950年代以前

1960年代

1970年代

1980年代

1990年代

2000年代

2010年代

農林水産業 鉱業 建設業 製造業 電気・ガス・水道業

情報通信業 運輸・郵便業 卸売・小売業 金融・保険業 不動産・物品賃貸業

専門・技術サービス業 宿泊・飲食サービス業 生活関連サービス・娯楽業 医療・福祉 その他サービス業

製造業

卸売・小売業

情報通信業

（出典）東方経済新報社「外資系企業総覧」（2016年版）、JETRO「地域進出支援ナビ」「外資の対日投資成功事例-サクセスストーリー」に掲載されている企業に基づき国土交通省都市局作成
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（参考）外資系企業の立地（魅力と阻害要因）

外資系企業に対する調査においても、日本は「ビジネスコストの高さ」や「人材確保の難しさ」などが阻害
要因として掲げられている。

出典：「第51回外資系企業動向調査（2017年調査）」（平成30年3月経済産業省）
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（出典）「Doing Business2015」～「Doing Business 2019」 （世界銀行）

2015 2016 2017 2018 2019

New Zealand
Denmark
Korea. Rep
Norway
United States
United Kingdom
Sweden
Lithuania
Estonia
Finland
Australia
Latvia
Iceland
Canada
Ireland
Germany
Austria
Spain
France
Poland
Portugal
Czech Republic
Netherlands
Switzerland
Japan
Slovenia
Slovak Republic
Turkey
Belgium
Israel
Italy
Hungary
Mexico
Chile
Luxembourg
Greece

Doing Business 【2015～2019, World Bank】

日本
25位

事業設立の容易性、資金調達環境、建設許可取得の容易性等の評価指標による
世界銀行の「ビジネス環境ランキング」において、日本はOECD加盟36カ国中25位。

（参考）ビジネス環境ランキング
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日本（３位）

（出典）ＩＭＦ「世界の名目GDP国別ランキング・推移」に基づき国土交通省都市局作成

（百万US$）

日本のGDPは2010年に中国に抜かれ3位となり、一人当たりＧＤＰは25位(2017年)と低迷している。

（US$）
名目GDP 1人あたり名目GDP

日本（25位）

1-3 各国のGDP推移
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1-4 日本企業の競争力

米Fortune誌の 「Global企業500」 選出企業は近年逆転し、中国企業が日本の約２倍。

126

111

52

32
28

20
16 14 14 12

75

0

20

40

60

80

100

120

USA China Japan Germany France Britain South Korea Netherlands Switzerland Canada その他

（社）

６ トヨタ
30 ホンダ
45 日本郵政
54 日産自動車
55 NTT 等

2 国家電網
3 中国石油化工集団
4 中国石油天然気集団
23 中国建築
26 中国工商銀行 等

1 Walmart
9 Exxon Mobil
10 Berkshire Hathaway

11 Apple
13 McKesson 等

↑
46

(2009)

139
(2009)

↓

71
(2009)

↓

2017総収益ランキング

（出典） 「2010 Global 500」，
「2018 Global 500」（Fortune）に基づき国土交通省都市局作成
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2-1 大都市（東京）の生産性

出典：内閣府「県民経済計算」に基づき国土交通省都市局作成

近年、東京への人口集積が続いているが、人口増加の勢いほど経済成長できていない。
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2-1 大都市（東京）の生産性

出典：内閣府「県民経済計算」に基づき国土交通省都市局作成

１人当たり県民所得の伸び率
（2010→2015）

１ 宮城県 24.3％

２ 岩手県 20.0％

３ 愛知県 18.0％

４ 群馬県 15.4％

５ 高知県 13.8％

…

33 東京都 6.5％

…

全国平均 8.7％

県内人口の増加率
（2010→2015）

１ 沖縄県 2.9％

２ 東京都 2.7％

３ 埼玉県 1.0％

４ 愛知県 1.0％

５ 神奈川県 0.9％

…

全国平均 △0.8％

県内総生産(実質)の成長率
（2010→2015）

１ 宮城県 19.0％

２ 岩手県 14.0％

３ 愛知県 12.3％

４ 沖縄県 11.0％

５ 群馬県 8.8％

…
15 東京都 6.4％

…

全国平均 5.2％

○「国内経済のけん引役は製造業が多い地域」（大和総研・溝端幹雄主任研究員）。
○東京は製造業の比重が小さく、非製造業の伸びも頭打ち。この結果、相対的に東京の
存在感も低下。（日本経済新聞 2019年1月7日朝刊より）
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2-2 都市の生産性（東京以外）
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東京以外の都市においても、人口規模に関わらず、GDPや一人当たりGDPの増加率には差がある。

増加率
：単位％

政令指定都市別

名目GDP増加率

(2014→2015)

人口
：単位千人
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